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障害程度別該当事業一覧表（○印：該当　△：一部該当）

自立支援医療（更生医療） 4 有 有 有

自立支援医療（育成医療） 4 有 有 有

自立支援医療（精神通院医療） 4 有 有

福祉医療費の助成（マル福、マル精） 5 ○ ○ ○ △ ○ ○ △ ○ ○ ○ ○ △ ○ ○ ○ △ ○ ○ △ △ ○ ○ 有 有 有

障害福祉サービス 有

訪問を受けるサービス 有

施設に通って利用するサービス 有

グループホーム 有

施設に入所するサービス 有

相談支援サービス 有

障害児通所支援給付サービス 有 有

移動支援事業 8 △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ 有

日中一時支援事業 8 △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ 有

入浴サービス事業 9 △ △ △ △ 有

意思疎通支援事業 9 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

障害児者24時間対応型利用制度支援事業 9 ※ ※

補装具費の支給 10 有 有

日常生活用具の給付 10 有 有

在宅重度障害者住宅改造費助成事業 12 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 有 有

身体障害者自動車操作訓練費助成事業 12 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ △ △ ○ ○ ○ ○ 有 有

身体障害者自動車改造費助成事業 13 △ △ △ △ △ △ 有 有

特別児童扶養手当 14 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ △ 有 有

障害児福祉手当 14 △ △ △ △ △ △ △ △ △ 有 有

特別障害者手当 14 △ △ △ △ △ △ △ △ △ 有 有

障害基礎年金 15 有 有

障害厚生年金 15

障害者扶養共済制度 16 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ △

NASVA(ナスバ)自動車事故被害者救護制度 16

タクシー券、ガソリン券 17 ○ ○ ○ ○ △ △ 有

タクシー運賃・バス運賃の割引 17 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ △ △ △

JR旅客運賃・国内航空運賃の割引 18 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

有料道路通行料金の割引 19 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

駐車禁止規制除外指定車標章の交付 20 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ △ △ ○ ○ ○ △ △ △

滋賀県車いす使用者等用駐車場利用証 21 ○ ○ ○ ○ ○ ○ △ △ ○ ○ △ △ △ △ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

22

税金の控除 26 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

自動車税及び軽自動車税の環境性能割・種別割の減免 27 ○ ○ ○ ○ ○ ○ △ ○ ○ △ △ △ △ ○ ○ ○ ○ ○

NHK受信料の減免 29 △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ 有

NTT無料番号案内 29 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

携帯電話基本使用料等の割引 29

30

第一種の手帳取得者は、介護者運転の場合にも適用

タクシー券かガソリン券のどちらか一方を選択

交
通
・

交
通
割
引

　※この表は、あくまでも参考であり、〇・△であっても対象にならない場合がありますので、詳しくは掲載ページをご覧のうえ、各窓口にお問合せください。

区　　分

医
療
費 手帳を所持していなくても、障害の種類、医療内容が該当すれば利用できます。

B2 1

掲
載
ペ
ー

ジ

手帳所持者で、障害の種類、医療内容が該当すれば利用できます。

2

内部障害（心臓・
腎臓・呼吸器・膀
胱・直腸・小腸・
肝臓・免疫機能）

2 3 A1 A2

知的障害 精神障害

その他の福祉サービス等 詳しくは２2ページ以降をご覧ください。

サービス種類
3

手帳を所持していなくても、障害の種類、医療内容が該当すれば利用できます。

福祉
用具

緊急時・やむを得ない場合に利用できるサービスについての制度です。詳細は障がい福祉課へお問い合わせください。

障害等級
6 3 41 2 4 21 34

6
日
常
生
活
の
支
援

障害者総合支援法及び児童福祉法に基づく障がい児・者の福祉サービスの給付です。
障害程度により受けられるサービスに違いがあります。
サービスの具体的な内容や対象要件等の詳細については、障がい福祉課へお問い合わせください。
また、サービスをご利用の方で各条件に該当される方には、通所費用やサービス費の一部償還に関する事業もあります。

障害の種類や程度により、給付・交付・修理のできる品目に違いがあります。

6

備考

5 6 2 3 4 5

音声・
言語障
害

聴覚・平衡機能障害視覚障害 年
齢
制
限

自
己
負
担

肢体不自由
（上肢・下肢・体幹）

13 4 5 B1

所
得
制
限

18歳以上

18歳未満

保険年金課の窓口で申請してください。

本人及び扶養義務者の課税状況により費用負担がありま
す。
障害支援区分の認定は18歳以上

介護保険適用者は除きます。

手話通訳者や要約筆記者の派遣を行います。

手帳の等級などに加え、利用には条件があります。

※サービス内容により異なる場合があります。

事前に協議・申請が必要です。

介護保険適用者はそちらが優先します。

原則１８歳未満の障がい児

手帳の等級などに加え、利用には条件があります。

他のサービスを利用して入浴が出来る者は除きます。

税
金
・

公
共
料
金
等

障害の状態や支給要件が該当すれば受けとることができます。詳しくは市役所保険年金課にお問い合わせください。

障害の状態が支給要件が該当すれば受けとることができます。詳しくは草津年金事務所にお問い合わせください。

相談窓口 詳しくは30ページをご覧ください。

助
成
・
手
当
・
年
金

自動車事故が原因で重度の後遺障がいがあるため介護が必要な方が対象です。詳細は16ページをご覧ください。

20歳以上の障がい者。施設入所・入院している人は除きます。

20歳以上の障がい者

精神または身体に、〇と同程度の永続的な障がいを有する方

教習開始前に申請が必要です。

事前に協議・申請が必要です。

20歳未満。手帳に該当しない障害でも認定される場合があります。

20歳未満の障がい者。施設入所している人は除きます。

各携帯電話会社により割引内容や割引率が異なります。詳しくはご加入の携帯電話会社にお問い合わせください。

障害要件等により全額免除と半額免除があります。

障害の等級により、控除額が異なります。

申請が必要です。
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１ 障害者手帳 
 障害者手帳には、身体障害者手帳、療育手帳、精神障害者保健福祉手帳の３種類が 

あります。障害者手帳の申請窓口は、障がい福祉課です。 

身体障害者手帳                        

 身体障がいがある場合、身体障害者手帳が交付されます。 

障がいの程度によって、１級（重度）から６級（軽度）までの区分があります。 

■対象者 視覚、聴覚、平衡機能、音声・言語機能、そしゃく機能、肢体不自由、 

心臓機能、じん臓機能、呼吸器機能、ぼうこうまたは直腸機能、小腸機能、 

免疫機能、肝臓機能に永続する障害のある人 

■申請について 

申請区分 どんなとき 必要書類・持ち物 

新 規 交 付 初めての申請のとき 
申請書・診断書（指定医師記入）・写真(3×

4cm)・印鑑・マイナンバーに関する書類 

障害程度変更 

障 害 名 追 加 

再 認 定 

障害の程度が変わったとき 

別の障害を追加するとき 

再認定を受けるとき 

申請書・診断書（指定医師記入）・写真(3×

4cm)・身体障害者手帳・印鑑・マイナンバ

ーに関する書類 

再 交 付 

紛失されたとき 
申請書・写真(3×4cm)・印鑑・マイナンバ

ーに関する書類 

破損されたとき 
申請書・写真(3×4cm)・身体障害者手帳・

印鑑・マイナンバーに関する書類 

氏名・居住地 

の 変 更 

氏名・住所が変わったとき 

（転出の場合は申請不要） 

申請書・身体障害者手帳・印鑑・マイナンバ

ーに関する書類 

返 還 

再交付を受けたとき 身体障害者手帳・届出人の印鑑 

障害等級非該当となったとき

死亡されたとき等 

申請書・身体障害者手帳・届出人の印鑑・マ

イナンバーに関する書類 

■窓  口  障がい福祉課又は安土未来づくり課 

＊手帳は交付までに３か月程度かかります。 

（特に、診断書の内容等について、診断した医師と 

調整が必要な場合は、3 か月以上かかる場合があ 

ります。） 

■審査機関  滋賀県障害福祉課 
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療育手帳                           

 知的障がいがある場合、療育手帳が交付されます。 

障害程度により、Ａ１（最重度）・Ａ２（重度）・Ｂ１（中度）・Ｂ２（軽度）の区分があ

ります。 

 申請後、18 歳未満の人は県彦根子ども家庭相談センター、18 歳以上の人は県精神保健

福祉センター（知的障害者更生相談所）で判定を受けてください。 

 手帳交付後は、障害程度確認のため、定期的に再判定を受けることになっています。 

１８歳以上の方は、再判定時に限り、市内で年に数回実施される「巡回相談」（県精神保

健福祉センター主催）を利用することが可能です。 

 

■申請について 

申請区分 どんなとき 必要書類・持ち物 

新 規 交 付 初めての申請のとき 
申請書・相談票・写真(3×4cm)・印鑑・マ

イナンバーに関する書類 

再 判 定 
再判定の時期が来たとき 

(おおよそ 6 ヶ月前から) 

申請書・相談票・写真(3×4cm)・療育手帳・

印鑑・マイナンバーに関する書類 

再 交 付 紛失・破損等されたとき 

申請書・写真(3×4cm)・印鑑・療育手帳（紛

失の場合は不要）・マイナンバーに関する書

類 

氏名・居住地 

の 変 更 

氏名・住所が変わったとき 

（転出の場合は申請不要） 

申請書・療育手帳・印鑑・マイナンバーに関

する書類 

返 還 

再交付を受けたとき 療育手帳・届出人の印鑑 

障害程度非該当となったとき

死亡されたとき等 

申請書・療育手帳・届出人の印鑑・マイナン

バーに関する書類 

■窓  口  障がい福祉課又は安土未来づくり課 

＊手帳は判定機関での判定後、市役所経由で滋賀県が交付しますが、申請件数が非常に多

く、３～６か月待ちの状況です。判定後１～２か月で交付されます。 

■判定機関  県彦根子ども家庭相談センター、県精神保健福祉センター 
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精神障害者保健福祉手帳                    

 精神障がいのために長期にわたり日常生活または社会生活上のハンディキャップがある

場合、精神障害者保健福祉手帳が交付されます。 

障害等級は障害年金の等級に準じて１～３級までの区分があります。 

■申請について 

申請区分 どんなとき 必要書類・持ち物 

新 規 交 付 初めての申請のとき 

申請書・診断書（精神障害者保健福祉手帳用）・

写真(3×4cm)・印鑑・マイナンバ-に関する書

類 

更 新 
更新の時期が来たとき 

(３ヶ月前から) 

申請書・診断書（精神障害者保健福祉手帳用）・

精神障害者保健福祉手帳・印鑑・マイナンバー

に関する書類 

障害程度変更 
障害の程度が変わった 

とき 

申請書・診断書（精神障害者保健福祉手帳用）・

精神障害者保健福祉手帳・写真(3×4cm)・ 

印鑑・マイナンバーに関する書類 

再 交 付 紛失・破損等されたとき 申請書・写真(3×4cm)・印鑑 

氏名・居住地 

の 変 更 

氏名・住所が変わったと

き 

申請書・精神障害者保健福祉手帳・印鑑・マイ

ナンバーに関する書類 

返 還 

再交付を受けたとき 

非該当となったとき 

死亡されたとき等 

手帳返還届・精神障害者保健福祉手帳・ 

届出人の印鑑 

＊精神障がいを理由に年金を受給している人は、診断書に代えて年金証書等による申請が 

可能な場合があります。詳しくは窓口へお問い合わせください。 

■窓  口  障がい福祉課又は安土未来づくり課 

＊手帳は市役所経由で滋賀県が交付しますが、交付まで３か月程度かかります。 

■審査機関  県立精神保健福祉センター 
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２ 医療費 
障害の程度や医療の内容によって、医療費の自己負担額が軽減されます。主なサービ

スの種類は次のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■自己負担額 原則として医療費の１割が自己負担となります。 

また、世帯の収入に応じて負担上限月額を設定します。 

■提出書類  自立支援医療費支給認定申請書に、診断書、健康保険証の写し、個人番号

カードもしくは通知カードを添えて、事前申請（原則）してください。 

       ＊その他の書類が必要となる場合がありますので、詳しくはお問合せく 

ださい。 

■その他   更生医療の給付に係る申請は原則として滋賀県立リハビリテーションセン

ターにて文書判定を要します。 

自立支援医療（精神通院医療）受給者証は、市障がい福祉課経由で滋賀県

が交付するため、申請からお手元に届くまで３か月程度かかります。 

■窓口    障がい福祉課又は安土未来づくり課 

  

 

 

 

自立支援医療 

更生医療 

18 歳以上の身体障害者手帳を持っている人で、人工関節置換術や人工透析などの対象医療

を指定自立支援医療機関で受ける人 

 

育成医療 

18 歳未満の児童で、口蓋形成術や脊椎側弯症の治療などの対象医療を指定自立支援医療機

関で受ける人 

精神通院医療 

統合失調症や精神作用物質による急性中毒、その他の精神疾患（てんかんを含む。）を有す

る人で、通院による精神医療を継続的に受ける人 

参考 
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福祉医療費助成制度                       

１．福祉医療費助成制度（マル福） 

病気やけがなどで保健医療機関等で受診されたときの医療費の自己負担分を助成します。 

■対象者  次のいずれかに該当する者 

・身体障害者手帳が 1 級または 2 級に該当する者 

・知的障害の程度が最重度（A1）、重度（A2）と判定された者 

・身体障害者手帳 3 級、かつ知的障害の程度が中度（B1）と判定された者 

・特別児童扶養手当の支給対象児童で障害の程度が 1 級に該当する者 

・身体障害者手帳が３級に該当する者 

・身体障害者手帳４級、かつ知的障害の程度が中度（B1）と判定された者 

・特別児童扶養手当の支給対象児童で、障害の程度が２級に該当する者 

      ＊①県外での医療費は償還払いで助成されます。②は県内のみ有効です。 

■助成内容 入院：１日あたり１，０００円（限度額：月額１４，０００円） 

      通院：１か月につき１医療機関あたり５００円 

      非課税世帯の場合、入院・通院ともに０円です。 

■その他  受給券の交付は、助成対象者としての要件を備えていても、申請が行われな

い限り助成することは出来ませんので、交付申請を必ずしてください。 

      また、食事代、差額ベッド代、検診、薬の容器代や特定療養費など保険適用

外のものについては自費となります。 

■窓口   市役所保険年金課 保険・年金グループ 

      （ＴＥＬ：０７４８－３６－５５０１ FAX：０７４８－３３－１７１７） 

      又は安土未来づくり課 

 

２．精神障害者精神科通院医療費助成制度（マル精） 

自立支援医療費（精神通院医療）の自己負担分の１割を助成します。 

■対象者 自立支援医療費（精神通院医療）を受けている人で、精神障害者保健福祉手帳

１級又は２級を持っている人。ただし、自立支援医療の適用を受けている医療

機関等に限ります。入院は対象外です。 

■窓口  助成券の交付・更新：市役所保険年金課 保険・年金グループ 

               （ＴＥＬ：０７４８－３６－５５０１ 

                 FAX：０７４８－３３－１７１７） 

               又は安土未来づくり課 

     自己負担分の返還 ：障がい福祉課又は安土未来づくり課 

 

① 

② 
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                                 ⇒ 次ページ参照 

 

 

 

  

⇒ 次ページ参照                 y      

 

  

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 
＊印のサービスについては介護保険制度が優先適用されます。   

⇒ 次ページ参照 

３ 日常生活の支援 
 在宅で訪問を受けるサービスや、施設に通って利用するサービス、施設に入所するサー

ビス等があります。主なサービスの種類は次のとおりです。 

  

訪問を受けるサービス 

○居宅介護＊ 

 ・身体介護 

 ・家事援助 

 ・通院等介助 

○重度訪問介護 

○行動援護 

○同行援護 

グループホーム 

○共同生活援助 

施設に入所するサービス 

○療養介護 

○施設入所支援＊ 

相談支援サービス 

○計画相談支援 

○障害児相談支援 

○地域相談支援 

地域生活支援事業 

施設に通って利用するサービス 

○生活介護 

○短期入所＊ 

○自立訓練（機能・生活訓練） 

○宿泊型自立訓練 

○就労移行支援 

○就労継続支援（A 型） 

○就労継続支援（B 型） 

障害福祉サービス（障害者総合支援法） 

障害児通所支援給付サービス（児童福祉法） 

○児童発達支援       ○医療型児童発達支援 

○居宅訪問型児童発達支援 

○放課後等デイサービス   ○保育所等訪問支援 

入浴サービス事業 

○訪問入浴サービス 

〇施設入浴サービス 

平成２５年４月か

ら の 法 改 正 に よ

り、対象疾患に該

当する難病等患者

の方は、手帳が無

くても一部サービ

スが使えることが

あります。 

支援員の派遣サービス 

○手話通訳者・要約筆記者の 

派遣 

日中活動のためのサービス 

○移動支援事業 

○日中一時支援事業 

＊その他日常生活用具の給

付制度など地域生活支援事

業のサービスがあります。 

連絡調整等の支援サービス 

○自立生活援助 

○就労定着支援 
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障害福祉サービス                      

障害福祉サービスには、在宅で身体介護や家事援助等の援助を行うサービスや外出時に

援助を行うサービス、福祉的就労施設に通所するサービスがあります。 

対象者は「身体障害者」「知的障害者」「精神障害者」「障害児」「難病等患者」ですが、 

サービスの種類や対象要件等の詳細については障がい福祉課へお問合せください。 

■サービスの利用方法  

【障害支援区分の認定】 事前に障害支援区分の認定を受ける必要があるサービスを利用

する場合は、認定調査を受け、近江八幡市障害支援区分等審査

会にて審査、判定を受ける必要があります。（１８歳未満の障が

い児は区分認定は行いませんが、別途調査があります。） 

【サービス利用計画作成】障害福祉サービスを利用する場合は「サービス等利用計画」を 

指定特定計画相談支援事業所へ本人・家族等から依頼し、作成 

してもらう必要があります。（計画相談支援）別途事業所一覧あり 

【サービスの利用開始】  障害支援区分の認定、サービス利用計画の作成が行われたのち、

市にて支給決定を行います。支給決定を受けたサービスについ

て、指定事業者の中から事業者を選択し、契約を結んだうえで、

サービスの提供を受けます。 

■窓口  障がい福祉課 

障害児通所支援給付サービス 

通所により児童の日常生活における動作や集団生活への適応等に関する援助を行います。 

サービスの種類や対象要件等の詳細については、障がい福祉課へお問い合わせください。 

■サービスの利用方法 

【５領域１１項目調査の実施】事前に食事、排泄など日常生活の介助の度合い、行動や精 

神状態に関する５領域１１項目調査を行います。（原則保護 

者の方への聞き取りのみ。） 

【障害児支援利用計画作成】 障害児通所支援給付サービスを利用する場合は「障害児支援

利用計画」を障害児相談支援事業者へ家族等から依頼し、作

成してもらう必要があります。（障害児相談支援）別途事業所

一覧あり 

【サービスの利用開始】   ５領域１１項目調査、障害児支援利用計画の作成が行われた

のち、市にて支給決定を行います。支給決定を受けたサービ

スについて、指定事業者の中から事業者を選択し、契約を結

んだうえで、サービスの提供を受けます。 

■窓口  障がい福祉課 
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更生訓練費等給付事業                      

就労移行支援、自立訓練、就労継続支援、滋賀型地域活動支援センターへの通所に公共

交通機関を利用している方に、通所費用の一部を支給します。 

■対象者 ①就労移行支援、自立訓練の障害福祉サービスを利用している障がい者 

     ②就労継続支援Ａ・Ｂ型、滋賀型地域生活活動支援センターを利用している 

精神障がい者 

■支給額 各月の交通費負担額の１／２の額とし、各月１０，０００円を上限とします。 

     ＊各月４，０００円以上の交通費を自己負担していることが条件。 

     ＊公共交通機関以外（自家用車や施設の送迎車）は対象外です。 

■窓口  障がい福祉課 

 

高額障害福祉サービス等給付費の償還払い                 

同一世帯に障害福祉サービス等を利用している人が複数おられ、障害福祉サービスと障

害児通所支援給付を同時に利用しているなど、世帯における利用者負担額の合計が一定基

準額を超えた場合は、超えた分を償還払いします。 

■窓口 障がい福祉課 

 

移動支援事業（地域生活支援事業）                 

屋外における移動に制限のある障がい児者の外出時の移動をヘルパーが支援します。 

■内容 ①社会生活上不可欠な外出（生活必需品の購入、免許証の更新等） 

    ②余暇活動等社会参加のための外出（公共交通機関の利用訓練を含む） 

    ③やむを得ない場合の通学および通所等のための外出 

    ＊経済活動や通年にわたる通学や通所等は対象外です。 

    ＊障害福祉サービスで移動支援が受けられる方は対象外です。 

■窓口 障がい福祉課 

 

日中一時支援事業（地域生活支援事業）              

障がい児者の介護を行う家族の就労支援及び一時的な負担軽減を図るため、日中におい

て一時的な障がい児者の活動の場を提供します。 

■窓口 障がい福祉課 



9 
 

入浴サービス事業（地域生活支援事業）            

 自宅における入浴が困難な重度の身体障がい児者等に対して、入浴の介護を行うことに

より身体の清潔の保持、心身機能の維持等を図ることを目的に入浴サービス事業（訪問入

浴、施設入浴）を実施しています。 

■対象者 以下のいずれにも該当する者 

①市内に住所を有する重度の障がい児者で寝たきり等の状態（介護保険法の規

定に基づき、保険給付を受けることができる者を除く） 

②医師が入浴について可能と認めていること 

③病院に入院や施設に入所していないこと 

④介護者の立会いが可能であること 

■回数  １週間に２回 

■負担額 訪問入浴１，250 円／回、施設入浴 1，000 円／回（利用者の属する世帯の課

税状況により減免あり） 

■窓口  障がい福祉課 

意思疎通支援事業（地域生活支援事業）              

市内に在住する聴覚障がい者および市内に在住する聴覚障がい者とコミュニケーション

を図る必要のある方に対して、手話通訳者や要約筆記者等の派遣を行います。 

ただし、営利目的や政治、宗教団体活動は派遣対象として認められません。 

■対象者 手話や要約筆記等をコミュニケーション手段とする聴覚、言語障がい者等 

■利用料 無料 

■窓口  障がい福祉課 

     ＊申請は派遣日の７日前までにお願いします。（緊急の場合を除く） 

障害児者２４時間対応型利用制度支援事業             

セーフティーネット等サービス事業として、次の２つの事業があります。 

ア デイケア・ナイトケア等サービス事業 

  在宅の障がい児者が緊急時や夜間等やむを得ない事由・処遇の困難性等により、障害

者総合支援法対象サービスを利用することが出来ない場合に、一時的に事業者が事業

所に受け入れ、適切な支援を行う事業です。 

イ 障害者総合支援法対象外サービス事業 

  障がい児（全身性障がい児、視覚障がい児及び知的障がい児を除く。）の外出介護など、

地域生活を営む上で不可欠であって法の対象とならない障害福祉サービスを必要とす

る場合に支援を行う事業です。 

■窓口 障がい福祉課  
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４ 福祉用具 
生活に必要な福祉用具を購入等する際の費用の一部を支給します。 

大きく次の４つの種類に分けられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

補装具費・日常生活用具の給付                  

■耐用年数  品目ごとに耐用年数が定められており、耐用年数内の再交付は原則できま

せん。耐用年数内の摩耗等については原則として修理対応となります。 

       （日常生活用具の場合、交付のみであり、修理は給付対象となりません。） 

■自己負担額 原則として、各品目ごとの基準額の１割が自己負担となります。 

なお、基準額を超える差額は全額自己負担となります。 

また、世帯の収入に応じて負担上限月額を設定します。 

ただし、市民税所得割４６万円以上の世帯は給付対象外となります。 

■提出書類  申請書の他、品目や申請内容によって、医師の意見書や滋賀県立リハビリ

テーションセンターによる判定（面接・文書）が必要な場合があります。 

事前申請が必要になりますので、詳しくはお問合せください。 

■窓口    障がい福祉課又は安土未来づくり課 

補装具費 

身体障害者手帳に記載された身体上

の障がいを補うための用具の交付・

貸与又は修理にかかる費用を支給し

ます。（車いす、白杖、補聴器など） 

日常生活用具 

障がい者等の日常生活の便宜を図る

ための用具を給付します。 

（入浴補助用具、電気式たん吸引器、 

 人工喉頭、ストーマ用装具など） 

小児慢性特定疾病児童 

日常生活用具 

小児慢性特定疾病児に日常生活の便

宜を図るための用具を給付します。 

（特殊寝台、電気式たん吸引器など） 

軽度・中等度難聴児 

    補聴器購入費等助成事業 

補装具費の支給対象とはならないが

補聴器の装用が適切と認められた

18 歳未満の児童に購入費等の助成

を行います。 

＊補装具費・日常生活用具の給付については、労災補償制度や介護保険制度の福祉用

具と共通する種目については、補装具費支給制度よりも他制度が優先適用されます。 



11 
 

小児慢性特定疾病児童日常生活用具の給付                

小児慢性特定疾病児童に用具を給付することにより、小児慢性特定疾病児及びその世帯

の日常生活の便宜を図り、もって福祉の増進に資することを目的とした事業です。 

■対象者   次の要件を全て満たす者 

       ・１８歳未満の児童で市内に住所を有する方 

       ・小児慢性特定疾病医療受診券が交付されている方 

       ・身体障害者福祉法等の施策（補装具費の支給など）の対象とならない方 

■対象品目等 便器、特殊マット、特殊寝台、入浴補助用具、電気式たん吸引器 など 

       ただし、各品目には給付条件があります。 

■自己負担  扶養義務者の所得税等の課税の有無や年額により決定します。 

■窓口    小児慢性特定疾病医療受診券の交付などについて： 

       東近江保健所（健康福祉事務所） 

ＴＥＬ：０７４８－２２－１２５３ ＦＡＸ：０７４８－２２－１６１７ 

       用具給付について：障がい福祉課又は安土未来づくり課 

軽度・中等度難聴児補聴器購入費等助成事業             

補装具費の支給対象とならないが、補聴器の装用が適切と認められた 

１８歳未満の児童にも購入費等の助成を行います。 

■窓口    障がい福祉課 

 

  

≪補装具費と日常生活用具の給付について≫ 

・補装具費および日常生活用具の種類によって、対象となる障害部位や等級が 

 決められています。 

 例）車いす（補装具費）…下肢機能障害１～２、および３級（３級は状況次第） 

体幹機能障害１～３級、心臓機能障害１級 

呼吸器機能障害１級 

・補装具費については、手帳条件を満たしている場合でも、滋賀県立リハビリテー 

ションセンターの判定の結果、対象外となる場合もあります。 

・平成２５年４月からの法改正により、対象疾患に該当する難病等患者の方は、 

手帳が無くても補装具費、日常生活用具の給付の対象になります。 

ただし、医師の意見書等により、各種目の該当となる身体障害者手帳の等級と同

程度と認められる場合に限ります。 

参考 
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５ 助成・手当・年金 
各種の費用に対しての助成制度や、手当、年金等の制度があります。 

在宅重度障害者住宅改造費助成事業                   

在宅の重度障がい者の日常生活を容易にするため、便所・風呂等を特別に障がい者向け

に改造する場合（新築・増築は除く）、その改造費の一部を助成します。 

■対象者 次のいずれかに該当する者。 

     ・身体障害者手帳（肢体不自由１～２級級又は視覚障害１～２級）所持者 

     ・療育手帳Ａ所持者 

     ＊本人または配偶者、扶養義務者の所得税額が基準を超える場合は対象外 

      となります。 

■助成額 対象経費の１／２以内 ただし、限度額は下記のとおりです。 

     介護保険の住宅改修又は 

日常生活用具の住宅改修費給付の対象者      ：３６６，０００円 

     在宅重度障害者住宅改造費助成事業のみの対象者  ：４６６，０００円 

＊介護保険制度および日常生活支援事業による住宅改修費の給付に該当する場合は、それ

らの制度が優先的に適用されます。 

＊事前に、改造前の写真・改造前・後の図面、見積書をご提出いただく必要があります。 

 また、申請前に改造をされた場合、本制度の対象にはなりません。 

■窓口  障がい福祉課又は安土未来づくり課 

 

身体障害者自動車操作訓練費助成事業                 

身体障がい者が自動車の運転免許を取得することで、社会活動への参加に効果があると

認められる場合、免許取得に要する費用の一部を助成します。 

■対象者 身体障害者手帳１～４級 

     ＊上記以外であっても障害が肢体不自由で当該障がいのために運転する自動車 

      を改造する必要がある人。 

■助成額 必要経費の２／３以内（限度額１００，０００円） 

■窓口  障がい福祉課又は安土未来づくり課 

     ＊教習所入所前に申請が必要です。 
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身体障害者自動車改造費助成事業                 

重度身体障がい者が就労等に伴い自動車を取得し改造等をする場合、または介護者が重

度身体障がい者の移動介護用に車いす用リフト等を設置した場合に、改造等に要する経費

の一部を助成します。 

■対象者 次のいずれかに該当する者 

     ①身体障害者手帳（上肢機能、下肢機能、体幹機能又は脳原性上肢機能、脳原

性移動機能障害において１～２級）を所持し、就労等に伴い自らが運転する 

      自動車の操向装置および駆動装置等の一部を改造する必要がある人。 

      または、改造内容に応じて別に定められた障害程度の人*。 

     ②身体障害者手帳（下肢機能、体幹機能又は脳原性移動機能障害において１～

２級）を所持し、通学、通院、通所もしくは生業のため、自ら又は生計を同

一にする人が所持する自動車に、車いすの昇降装置、固定装置等の移動介護

装置を装着、改造する必要がある人。 

     ＊本人または配偶者、扶養義務者の所得税額が基準を超える場合は対象外です。 

■助成額 ①に該当される方：限度額１００，０００円 

②に該当される方：限度額 ７５，０００円 

＊事前に、見積書（①に該当される方：対象部品に係る見積書を１部、②に該当される方：

ベース車と福祉車両の見積書を１部ずつ）、カタログ（部品又は購入予定の車両）、すで

に購入されている車に部品を取り付ける場合には車検証の写しをご提出していただく必

要があります。 

＊申請前に改造をされた場合、本制度の対象にはなりません。 

■窓口  障がい福祉課又は安土未来づくり課 

 

 

改造の内容 障害程度 

右下肢に障害があるために行うアクセル及

びブレーキ一の変更 

下肢３級から６級の者 

両下肢に障害があるために行う手動運転装

置の取付 

下肢３級の者 

ハンドルへの旋回ノブ取付 上肢３級から５級の者 

ウインカー及びワイパー操作軸の位置の変

更 

上肢３級の者 

運転免許証に改造の条件が記載されている

もの 

１級から６級までの者 

 

別表 
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特別児童扶養手当                           

■対象児 身体障害者手帳３級程度以上の障がい、または知的障がい中度以上の人 

     ＊知的障がい軽度で、発達障がいを伴う場合も手当対象となる場合があります。 

■手当額 １級 月額５３，７００円 ２級 月額３５，７６０円（令和５年４月現在） 

＊４月、８月、１２月の各１１日支払いです。 

障害児福祉手当                          

■対象児 ①身体障害者手帳１級程度の障がい、または知的障がい最重度の人 

     ②身体と知的の障がいが重複し、①と同程度以上であると認められる人 

■手当額 月額１５，２２０円（令和５年４月現在） 

     ＊５月、８月、１１月、２月の各１０日支払いです。 

特別障害者手当                         

■対象者 おおむね身体障害者手帳２級以上または知的障がい最重度以上の障がいを 

重複して有する者 

■手当額 月額２７，９８０円（令和５年４月現在） 

＊５月、８月、１１月、２月の各１０日支払いです。 

 

■窓口  障がい福祉課又は安土未来づくり課（全手当共通） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

特別障害者手当 

20 歳以上の在宅の重度障がい者

で、常時特別の介護を要する状態に

ある人に対し、手当が支給されます。 

障害児福祉手当 

おおむね３歳以上２０歳未満の在宅の

重度心身障がい児で、日常生活活動が著

しく制限され介護を要する状態にある

人に対し、手当が支給されます。 

特別児童扶養手当 

２０歳未満の在宅中度以上の心身 

障がい児を養育している人に対し、

手当が支給されます。 

各手当とも、診断書による審査が

あるため、手帳取得は必須ではあ

りません。 

また、所得や公的年金の受給など

による支給制限があります。 
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障害基礎年金                          

国民年金に加入している期間中にかかった病気やけがにより障がいを有することになっ

た人に対し、年金が支給されます。 

■対象者 被保険者期間中に初診日があり（２０歳前や６０歳以上６５歳未満も含む）、 

     障害の程度が国民年金法施行令に定められた１級又は２級に該当する人（身体 

障害者手帳等の等級とは認定基準が異なります。） 

■年金額  

１級 【６７歳以下の方】９９３，７５０円＋子の加算 

【６８歳以上の方】９９０，７５０円＋子の加算  

２級 【６７歳以下の方】７９５，０００円＋子の加算 

   【６８歳以上の方】７９２，６００円＋子の加算 

 

     ＊子（障害基礎年金受給者に生計を維持されている１８歳未満もしくは心身 

障がいのある２０歳未満）の加算 

      【第１子・第２子】各２２８，７００円【第３子以降】各７６，２００円 

■窓口  市役所保険年金課 保険・年金グループ窓口 

     ＴＥＬ：０７４８－３６－５５０２ FAX：０７４８－３３－１７１７ 

＊２０歳になる前から障がいのある人が受給する場合には受給者本人の所得による支給制 

 限があります。 

＊診断書による審査があるため、手帳取得は必須ではありません。 

障害厚生年金                           

厚生年金保険の被保険者期間中にかかった病気やけがにより障がいを有することになっ

た人に対し、障害基礎年金に上乗せする形で支給されます。障害基礎年金に該当しない程

度の障害でも、厚生年金保険の障害等級に該当するときは、障害厚生年金（3 級）または障

害手当金（一時金）が支給されます。 

■対象者 １～２級    ：障害基礎年金と同じ等級表による 

     ３級、障害手当金：政令で定める厚生年金独自の等級表による 

■支給額 １～２級    ：受給者の平均報酬、被保険者期間に応じて算定されます。 

３級、障害手当金：最低保障額の設定あり。 

■窓口  草津年金事務所（〒５２５－００２５ 草津市西渋川１－１６－３５） 

     TEL:０７７－５６７－２２２０（お客様相談室） 

FAX:０７７－５６２－９６３８ 
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障害者扶養共済制度                        

障がいのある方を扶養している保護者が、自らの生存中に毎月一定の掛金を納めること

により、保護者に万一（死亡・重度障がい）のことがあったとき、障がいのある方に終身

一定額の年金を支給する制度です。 

■窓口  滋賀県手をつなぐ育成会   TEL:０７７－５２３－３０５２ 

     滋賀県身体障害者福祉協会  TEL:０７７－５６５－４８３２ 

NASVA（ナスバ）自動車事故被害者救護制度                       

 自動車事故が原因で、脳・脊髄または胸腹部臓器を損傷し、重度の後遺障がいがあるた

め、日常生活動作について常時又は随時の介護が必要な状態である人に対して、介護料が

支給されます。 

■対象者 ①自賠責保険等において後遺障等級が認定されている方のうち、認定等級が「別

表第一」の各等級である人 

     ②自賠責保険等において後遺障害等級が認定されていない方のうち、上記「別

表第一」の各等級相当である人 

■支給額 月額 ３６，５００円～２１１，５３０円 

     ※「認定等級」及びその月の介護に要した費用により支給金額が異なります。 

■窓口  独立行政法人 自動車事故対策機構 滋賀支社 

     TEL：０７７－５８５－８２９０ 

     ※介護料の支給を受けるためには申請が必要です。詳しくは、上記の窓口まで

お問合せください。 
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６ 交通・交通割引 
交通に関するサービスや、各種割引があります。 

福祉タクシー等費用及び自動車燃料費費用助成事業          

移動時に支援が必要な障がい者の移動費用の負担軽減を図るために、その費用の一部を

助成します。 

■対象者 次のいずれにも該当する者 

     ①肢体不自由（下肢機能障害、体幹機能障害、脳原性移動機能障害）、視覚障害 

腎臓機能障害、呼吸器機能障害のいずれかの身体障害者手帳１～２級を所持 

している者。（総合等級ではなく各部位の個別の等級が対象となります。） 

     ②障がい者本人の前年度の市民税が非課税である者 

■支給額 １．福祉タクシー等費用助成事業（タクシー券） 

タクシー費助成券（５００円分）を原則として年間分１２枚交付します。 

２．自動車燃料費費用助成事業（ガソリン券） 

ガソリン費助成券（１，０００円分）を原則として年間分３枚交付します。 

     ＊タクシー券およびガソリン券の併給はできません。 

■窓口  障がい福祉課又は安土未来づくり課 

タクシー運賃の割引                        

乗車時に身体障害者手帳、療育手帳、精神障害者保健福祉手帳のいずれかを呈示するこ

とにより、料金が１割割引されます。 

バス運賃の割引                          

乗車時、身体障害者手帳等を呈示することにより、料金が割引されます。 

１．私鉄バス 

■対象者 ①身体障害者手帳所持者②療育手帳所持者③精神障害者保健福祉手帳所持者 

＊③については、Ｒ５年度現在で近江鉄道バス・湖国バスにて実施されている 

ことを確認しています。他のバスをご利用される際は対象者になるか、事前 

にバス会社へご確認ください。 

■割引率 ①および②のうち、第１種の方…本人と介護者の方それぞれ５割引 

              第２種の方…本人のみ５割引 

     ③に該当される方      …本人のみ５割引 

＊定期運賃の割引率はバス会社によって異なります。 

２．市民バス（あかこんバス） 

■対象者 私鉄バスの場合と同じ。 
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■割引率 私鉄バスの場合と同じ。 

JR 旅客運賃の割引                         

種 別 乗車券 割  引  内  容 割引率 

第
１
種 

身
体
・
知
的
障
が
い
者 

単 

 

独 

普 通 片道１００キロ以上旅行のとき ５ 割 

介 

護 

者 

普 通 本人・介護者とも ５ 割 

回 数 本人・介護者とも ５ 割 

急 行 本人・介護者とも（特別急行券は除く） ５ 割 

定 期 

本人・介護者とも 

１．本人が小児（１２才未満）の場合は介護者のみ 

２．介護者に対しては通勤定期乗車券を発売 

５ 割 

第
２
種 

身
体
・
知
的
障
が
い
者 

単 

 

独 

普 通 片道１００キロ以上旅行のとき ５ 割 

介 

護

者 

定 期 
本人が小児（12 才未満）のときの介護者のみ 

＊介護者に対しては通勤定期乗車券を発売 
５ 割 

■窓口 各駅「みどりの窓口」 

＊介護者として適用されるのは１名までです。 

＊１００キロまでの普通乗車券に限って、本人と介護者の 2 人分を自動券売機で小児用乗

車券で購入いただき、係員のいる改札口を通る際に各障害者手帳を呈示することでも利用

できます。 

国内航空運賃の割引                         

国内航空運賃が割引されます。割引額は対象者の年齢や事業者、路線によって異なりま

す。 

■対象者  身体障害者手帳、療育手帳、精神障害者保健福祉手帳のうちいずれかの交付

を受けている人。 

■適用範囲 本人および介護者 

■窓口   各国内航空会社、営業所、指定代理店の航空券販売窓口  
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有料道路通行料金の割引                        

有料道路の通行料金が５割引されます。 

■対象者  ①本人運転の場合：全ての身体障害者手帳の所持者 

      ②本人以外の者が運転し、本人が同乗する場合 

：第１種身体障害者手帳所持者又は療育手帳 A 所持者 

■対象となる自動車の登録 

 これまで事前登録された車 1 台のみ割引の対象でしたが、令和５年３月２７日より、事

前登録されていない車（下記参照）も対象となりました。ただし、登録の有無にかかわら

ず手帳に証明のシールを貼り付けるため、事前申請が必要です。また、ＥＴＣで本割引を

受ける場合は、事前登録が必要です。 

 

■新たに対象となる自動車（事前登録されていない自動車） 

・親族や知人等が所有する自動車、レンタカー、タクシー（要介護者のみ）など 

・自動車を保有していない方も本割引をご利用いただけます。 

※業務利用等自動車は、引き続き本割引の対象外となります。 

 

■事前登録されていない自動車での利用方法 

・事前申請のうえ、ETC 車、非 ETC 車のいずれも、料金をお支払いいただく料金所の一

般レーン、混在レーンで障害者手帳に貼られたシールを提示して走行。（ＥＴＣ無線通行は

できません。）※詳しい要件については、「有料道路における障害者割引制度のご案内」の

パンフレットをご覧ください。（障がい福祉課でお渡しします。） 

 

■適用範囲 NEXCO 東日本・中日本・西日本、阪神高速道路株式会社や滋賀県道路公社 

等の管理する有料道路（琵琶湖大橋含む）など。 

 

■提出書類 身体障害者手帳又は療育手帳の原本、車検証、運転免許証（本人運転の場合） 

※車検証については自動車を登録する場合のみ必要です。電子車検証の場合は車検証と同 

等の情報が記載されている自動車車検証記載事項のコピーをご用意ください。 

※ETC を利用して割引を受ける場合は、ETC カード（18 歳以上は障がい者本人名義のも

の）、ETC 車載器セットアップ申込書・証明書が必要です。また、申請後、ＥＴＣ利用申請

書を割引登録係へ送付する必要があります。（登録完了まで３週間程度かかります。） 

※自動車を登録する場合、リース契約書や割賦契約書等を求める場合があります。 

■オンライン申請 令和５年３月２７日よりオンライン申請が可能となりました。 

オンライン申請受付サイト  https://www.expressway-discount.jp 

■窓口 障がい福祉課又は安土未来づくり課 
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駐車禁止規制除外指定車標章の交付                

必要に応じ駐車禁止区域内（法定禁止区域内を除く）でも駐車できる標章が交付される

ことがあります。 

■対象者  

手帳の種別 障害の区分 障害の級別 

身体障害者手帳 

視覚障害 
1 級から 3級までの各級又は 4 級の

1 

聴覚障害 2 級又は 3 級 

平衡機能障害 3 級 

肢

体

不

自

由 

上肢機能障害 
1 級、2 級の 1 又は 2 級の 2 

（両上肢に著しい障害がある方※） 

下肢機能障害 1 級から 4 級までの各級 

体幹機能障害 1 級から 3 級までの各級 

運動機能障害 
上肢機能 

1 級又は 2 級 

（一上肢のみに運動機能障害がある

場合を除く。） 

移動機能 1 級から 4 級までの各級 

心臓、じん臓、呼吸器 

ぼうこう又は直腸 

小腸機能障害 

1 級又は 3 級 

免疫機能障害 1 級から 3 級までの各級 

肝臓機能障害 1 級から 3 級までの各級 

療育手帳 
A1 または A２ 

（3・6・12・18 歳に達したときの更新申請が終了している方） 

精神障害者 

保健福祉手帳 

1 級 

（精神通院医療に係る自立支援医療費の支給を受けている方） 

※視覚障害４級の１とは、両目の視力和が 0.09 以上 0.12 以下の方です。 

※上肢機能障害「1 級、2 級の 1 又は 2 級の 2」に該当する方とは、両上肢に著しい障害 

がある方です。 

※詳細は、近江八幡市警察署（０７４８－３２－０１１０）へお問合せください。 
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滋賀県車いす使用者等用駐車場利用証制度                

移動に配慮が必要な方を対象に、車いす駐車場等の利用証を交付し、当該駐車区間の適

正な利用を図る制度です。 

■内容  本制度に登録された施設に設置されている２種類の区画を利用できます。 

     車いす優先区画用は青色の利用証、思いやり区画用は緑色の利用証が交付され

ます。 

■対象者 障がいの内容により車いす優先区画用もしくは思いやり区画用のいずれかの 

     対象となります。 

■窓口  滋賀県健康医療福祉部健康福祉政策課（大津市京町四丁目 1 番 1 号） 

     TE:L:０７７－５２８－３５１２ FAX：０７７－５２８－４８５０ 

     ※申請書はインターネットよりダウンロード、もしくは、障がい福祉課窓口 

にもあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  車いす優先区画用 思いやり区画用 

参考 

≪駐車禁止規制除外指定車標章と国際シンボルマークの違いについて≫ 

駐車禁止規制除外指定車標章は警察署で交付されるものであり、法的な

効力があります。 

その一方、国際シンボルマークは法的な効力は無く、障害のある方が車

に乗車していることを、周囲に知らせる程度の表示になります。 

なお、国際シンボルマークは市内カー用品店などでも市販されています。 
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７ その他の福祉サービス等 

障がいのある児童に対する長期休暇期間中・休日支援        

長期休暇や休日も規則正しい生活習慣を維持するため、通所により創作的活動や機能訓

練等を行います。 

■内容 休日  ：障害児ホリデーサービス事業 

     長期休暇：障害児サマーホリデーサービス事業 

■窓口 近江八幡市余暇支援クラブ「はちの子」 

         TEL：はちの子事務局 090-6607-6958 

「声の広報」の発行                       

「広報おうみはちまん」の CD 版を「声の広報」として、滋賀県視覚障害者福祉協会よ

り毎回登録者の自宅に送付されます。（月１回送付） 

■対象者 視覚障がい者で利用登録された方 

■利用料 無料 

■窓口  障がい福祉課又は安土未来づくり課 

 

視覚障害者歩行訓練                        

在宅の視覚障がい者に対して、歩行訓練のニーズに応じて、講習会や歩行訓練などが行

われます。 

■対象者 近江八幡市視覚障害者福祉協会に加入されている方 

■利用料 原則無料 

■窓口  近江八幡市視覚障害者福祉協会  

     TEL：０７４８－３７－１５４３ 
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聴覚障害者ファックス中継サービス事業              

早急に相手先へ連絡をする必要が生じたときに、ファックスにより中継協力者に対し相

手先への伝言を依頼することで、本人に代わって相手先に連絡を行います。 

■対象者  市内在住の聴覚障がい者 

■利用時間 ９：００～１７：００ 

■窓口   障がい福祉課又は安土未来づくり課 

 

聴覚障害者等メール通信サービス事業                

電話を用いた音声による通話が困難な方が市との連絡を行う場合に、電話に代わる通信

手段として携帯電話等の電子メールを使用することで、コミュニケーションの円滑化の支

援や緊急時の連絡を行います。 

■対象者  聴覚障がい者又は音声・言語機能障がい者 

■内容   ①市が提供する各種の住民サービスに関する問い合わせ、連絡等の中継。 

      ②ファックス中継サービス事業の中継協力員不在時等の中継業務の代行。 

      ③病院への緊急受診や事故等緊急時の連絡調整。 

       ＊ただし、警察や消防など専用緊急通報手段があるものは除きます。 

■利用時間 月～金曜日 ８：３０～１７：１５（祝日、年末年始を除く。） 

■窓口   障がい福祉課又は安土未来づくり課 

 

耳マークカード発行及び普及啓発事業               

音声のみでは円滑なコミュニケーションが困難な聴覚障がい者等に対して、公共機関等

の窓口で、筆談や手話等その者に適したコミュニケーションの手段による支援、直接手招

き等身体動作での呼びかけ依頼ができる耳マークカードを発行します。 

■対象者 市内に居住もしくは市外に住所を有する者のうち市内の公共機関等において提

示を必要とする身体障害者手帳の交付を受けている聴覚障がい者等。 

     または、聴力の低下その他の理由により、音声のみでは円滑なコミュニケーシ

ョンが困難であると福祉事務所長が認めた者。 

■窓口  障がい福祉課又は安土未来づくり課        ＜耳マークカード＞ 
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110 番アプリ（全国共通）                   

音声による１１０番通報が困難な方が、スマートフォン等を利用し、文字や画像で警察

に１１０番通報することができます。専用アプリのダウンロード、事前登録が必要です。 

詳しくは、市ホームページ又は警察庁のホームページをご覧ください。 

■問合先 滋賀県警察本部 生活安全課 通信指令課 TEL：077-522-1231 

 

ファックス 及び メール 110 番（滋賀県内のみ）                  

聴覚、言語障がい者のために、電話による１１０番通報（警察への通報）に代わる手段

としてファックス及び携帯電話のメール利用による緊急通報が出来ます。 

■連絡先 ファックス１１０番：０７７－５２６－０１１０ 

     メール１１０番：（ﾌｫｰﾑ取得用アドレス）mail110@shiga110.jp 

             （  通常アドレス  ）shiga110@shiga110.jp 

          ＊先にメールのフォームを取得し、必要なときに書き込み送信して通報します。 

■通報先 滋賀県警察本部地域課通信指令室 TEL：077-522-1231 

 

ファックス 119 及び 東近江消防Ｎｅｔ119             

聴覚、言語障がい者のために、電話による１１９番通報（火事。救急車）に代わる手段

としてファックス及びスマートフォンによる緊急通報が出来ます。 

■連絡先 ファックス１１９番：「１１９」番で FAX 送信（登録不要） 

     東近江消防Ｎｅｔ１１９：事前登録が必要です。 

東近江行政組合消防本部指令課において「Ｎｅｔ

１１９緊急通報システム利用登録申請書兼承諾書」

に必要事項を記入のうえ、お申し込みください。 

また、お申し込みの際は、登録されるスマートフ

ォンをご持参ください。 

■問合先 東近江消防本部 指令課 Ｎｅｔ119 担当 

     東近江市東今崎町 5 番 33 号 

     TEL：０７４８－２２－７６０５ FAX：０７４８－２３－０１１９ 

     E-mail : net119@eastomi.or.jp 

  



25 
 

避難行動要支援者支援制度 

災害時に、地域の助け合いの力で安全に避難できるようにするための制度で

す。申請時に、情報提供に同意された場合は、平常時から氏名、生年月日、住

所、連絡先などの個人情報が地域の避難支援等関係者（自治会長、民生委員児

童委員、自主防災組織）に共有され、地域における避難支援体制づくりに活用

されます。 

対象者には、市から申請書兼同意書を送付しています。 

詳しくは下記までおたずねください。 

 

■ 対象者： ①身体障害者手帳１・２級の方、下肢・体幹機能障害３級の方 

 ②療育手帳 A 判定の方 

 ③要介護３以上の方 

  ④難病患者および身体障害者手帳、療育手帳保持者で①～③に 

 準じる状態にある方 

■ 問合先： 福祉政策課 

 TEL：0748－36－5585 
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８ 税金の控除・公共料金割引 
税金や各種料金の割引制度があります。 

税金の控除                            

各種税金が控除される場合があります。詳しくは各担当窓口へお問合せください。 

税の種類 内          容 金   額 窓  口 

所得税 

障害者控除（本人、配偶者または扶

養親族が心身障がい者の場合） 
所得控除２７万円 

近江八幡 

税務署 

TEL：0748- 

33-3141 

特別障害者控除（上記の障がい者が

重度である場合） 
所得控除４０万円 

特別障害の同居加算 所得控除３５万円 

住民税 

障害者控除（本人、配偶者または扶

養親族が心身障がい者の場合） 
所得控除２６万円 

市税務課 

TEL：0748- 

36-5505 

 

特別障害者控除（上記の障がい者が

重度である場合） 
所得控除３０万円 

特別障害の同居加算 所得控除２３万円 

前年中所得が１３５万円以下の障害

者 
非課税 

事業税 

重度の視力障がい者（両眼の視力の

和が 0.06 以下の者）が行うあん

ま・はり等医業に類する事業 

非課税 

中部県税事務所 

TEL：0748- 

22-7707 

相続税 
心身障がい者・児が相続により財産

を取得した場合 

70 才までの年齢に

対し１年につき 

障害者控除 ６万円 

特別障害者控除 

１２万円 

近江八幡 

   税務署 

TEL：0748- 

33-3141 

贈与税 

重度の身体障がい者・児および知的

障がい者・児に対して生前に財産の

贈与を行う場合 

6,000 万円以下の

財産を信託銀行に依

託する等、一定の条

件のもとに非課税 

■障害者控除の対象者  ：身体障害者手帳３～６級、療育手帳 B、精神障害者保健福祉手帳２～３級 

■特別障害者控除の対象者：身体障害者手帳１～２級、療育手帳 A、精神障害者保健福祉手帳１級 
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自動車税(環境性能割・種別割)、軽自動車税(環境性能割・種別割)の減免             

次の条件に該当する場合、自動車税（環境性能割・種別割）、軽自動車税（環境性能割・

種別割）が減免されます。 

＜身体障がい者（児）＞ 

障害の区分 

※ 減免対象自動車の所有者は原則

として身体障がい者等本人に限

ります。満 18 歳未満の身体障

がい児の場合は、生計を一にす

る者が所有者で可能。 

 

〇身体障がい者本人が 

運転される場合 

〇家族が運転される場合 

（生計同一証明書等） 

〇常時介護される方が 

運転される場合 

（常時介護証明書等） 

身体障害者手帳 身体障害者手帳 

視覚 障害 1･2･3･4  級 1･2･3･4 級 

聴覚 障害 2･3 級 2･3 級 

平衡機能 障害 3 級 3 級 

音声機能 障害 3 級（喉頭摘出者のみ）  

上肢 不自由 1･2 級 1･2 級 

下肢 不自由 1･2･3･4･5･6 級 1･2･3 級 

体幹 不自由 1･2･3、5 級 1･2･3 級 

乳幼児期以前の非

進行性脳病変によ

る運動機能障害 

上肢機能 1･2 級 1･2 級 

移動機能 1･2･3･4･5･6  級 1･2･3 級 

心臓 

呼吸器 

じん臓 

ぼうこう・直腸 

小腸 

機能障害 1、3 級 1、3 級 

ヒト免役不全ウイルスによる 

免役機能障害 
1･2･3 級 1･2･3 級 

肝臓機能障害 1･2･3 級 1･2･3 級 

※生計同一証明書は障がい福祉課で発行します。 

※減免を受けられる自動車は、一人一台に限ります。 
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自動車税(環境性能割・種別割)、軽自動車税(環境性能割・種別割)の減免（続き）       

 

＜知的・精神障がい者（児）＞ 

知的障がい者（児） 

※生計を一にする者が所有者も可 

その障害の程度が「重度」（療育手帳に記載された障

害の程度が「Ａ」）の方。 

精神障がい者（児） 

※生計を一にする者が所有者も可 

精神障害者保健福祉手帳（通院医療費の公費負担番

号が記載されているものに限る）に記載された障害

等級が 1 級の方。 

＊障がいが重複することにより、表と異なる上位の等級とされている場合は、下記自動車

税事務所へ対象者となるかどうかお問い合わせ下さい。 

＊生計を一にする者が運転をする場合は、使用目的【通学（通園）・通院・通所（作業所等

への通所）・生業（通勤）のためにもっぱら使用する】のために定期的に月１回以上使用

している場合に限ります。また、常時介護する者が運転する場合は、同じ使用目的で週 3

回以上使用の条件があります。 

※減免を受けたい車が、普通自動車か、軽自動車かによって、手続きをする窓口が異なり

ます。また、軽自動車については、軽自動車税（環境性能割）の減免と、軽自動車税（種

別割）の減免とでは、手続きをする窓口が異なります。 

■窓口 

普通自動車：自動車税（種別割・環境性能割） 

軽自動車：軽自動車税（環境性能割） 

滋賀県自動車税事務所 ＴＥＬ：０７７－５８５－７２８８ 

ＦＡＸ：０７７－５８５－７２９９ 

中部県税事務所（近江八幡市管轄）  ＴＥＬ：０７４８－２２－７７０７ 

ＦＡＸ：０７４８－２５－２６６０ 

 軽自動車：軽自動車税（種別割） 

市役所税務課 ＴＥＬ：０７４８－３６－５５０５ 

ＦＡＸ：０７４８－３３－３６７０  

 
≪自動車税減免制度の申請について≫ 

生計同一証明書の発行には①印鑑 ②障害者手帳（原本） ③運転される方の運転免許証 

が必要となりますので、障がい福祉課の窓口にご持参ください。 

また、減免制度の申請について、普通自動車税（種別割・環境性能割）および軽自動車税（環

境性能割）は中部県税事務所へ、軽自動車税（種別割）については市役所税務課へ申請をしてい

ただきます。 

※軽自動車税については、手帳所持者と運転者が同居（住基上の住所が同じ）の場合、生計同

一証明書は省略できます。 
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NHK 受信料の減免                          

 全額免除 半額免除 

身体障害 身体障害者手帳所持者のいる世帯で、

世帯全員が住民税非課税の場合 

①重度（１級または２級）の身体障害者

手帳所持者が世帯主かつ受信契約者の

場合 

②視覚障がい者又は聴覚障がい者が世

帯主かつ受信契約者の場合 

知的障害 療育手帳所持者のいる世帯で、世帯全

員が住民税非課税の場合 

重度（A１または A2）の療育手帳所持

者が世帯主かつ受信契約者の場合 

精神障害 精神障害者保健福祉手帳所持者のい

る世帯で、世帯全員が住民税非課税の

場合 

重度（１級）の精神障害者保健福祉手帳

所持者が世帯主かつ受信契約者の場合 

■窓口 NHK 受信料の減免制度について 

NHK 大津放送局   TEL：０７７－５２２－５１０１ 

FAX：０７７－５２１－３０８６ 

    手続きについて 

    障がい福祉課    TEL：０７４８－３１－３７１１  

              FAX：０７４８－３１－３７３８ 

    安土未来づくり課  TEL：０７４８－４６－７２０６ 

              FAX：０７４８－４６－６１４６ 

NTT 無料番号案内                         

NTT へ登録をすることにより無料で番号案内を受けることが出来ます。 

■対象者 次のいずれかに該当する人 

     ①視覚障害で身体障害者手帳１～６級に該当する人 

②肢体不自由（上肢、体幹、乳幼児期以前の非進行性の脳病変による運動機能 

障害）で身体障害者手帳１～２級に該当する人 

     ③療育手帳を持っている人 

     ④精神障害者保健福祉手帳を持っている人 

■窓口 NTT 西日本ふれあい案内 TEL:０１２０－１０４－１７４ 

携帯電話基本使用料等の割引                        

身体障害者手帳、療育手帳、精神障害者保健福祉手帳所持者は、事前に携帯電話会社へ

の申し込みをすることで、基本使用料の割引等のサービスを受けられる場合があります。 

■窓口 各携帯電話会社  
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９ 相談窓口 

身体障害者相談員・知的障害者相談員               

障がい受容や、日常生活における不安・悩みなどについて、 

当事者やその家族である身体障害者相談員、知的障害者相談員へお気軽にご相談ください。 

 

身体障害者相談員名 小学校区 電話番号 

日 比  孝 八幡 0748-32-8811 

徳 永 里 恵 島 0748-32-6493 

喜多川 みどり 桐原 0748-37-6542 

松 本 敏 男 馬淵 0748-37-6369 

寺 嶋 よし子 北里 0748-36-6102 

野 田 とよ子 武佐 0748-37-1939 

西 村 金兵衛 安土 0748-46-4946 

大 林 義 孝 老蘇 0748-46-3047 

 

知的障害者相談員名 中学校区 電話番号 

八 耳 佐知子 八 幡 0748-33-6088 

小 山 真 理 八幡西 0748-37-5868 

佐 野 美津子 八幡東 0748-37-5645 

道 尾 弘 文 安 土 0748-46-4239 











補装具費支給対象種目一覧 

障害の種類 種       目     （★印…介護保険制度優先） 

肢 体 不 自 由 

義手、義足、装具、座位保持装置、歩行器★、歩行補助つえ★ 

  〇下肢・移動機能１～２級、場合により３級 

車いす★  〇心臓機能１級のみ・呼吸器機能１級のみ  

（ただし、障害によって歩行に著しい制限を受ける者） 

〇体幹機能・平衡機能３級以上 

電動車いす★（車いすの条件＋上肢障害 四肢機能障害） 

障がい児のみの種目 

座位保持椅子、起立保持具、頭部保持具、排便補助具 

重度の肢体不自由かつ 

音声・言語障がい 

重度障害者意思伝達装置 

（上肢１級、下肢または体幹１級、音声・言語３級以上） 

視 覚 障 が い 

盲人安全つえ、義眼、 

眼鏡（矯正眼鏡、遮光眼鏡、コンタクトレンズ、弱視眼鏡） 

聴 覚 障 が い 補聴器（重度難聴用：２～４級、高度難聴用：４，６級） 

難 病 患 者 等 上記のうち、身体状況に応じて、個々に必要と判断される補装具 

  

 

◆ 補装具の種目によって、県の判定が必要なものがあります。 

 

◆ 障害等級を満たしていても、支給対象とならない場合もあります。 

 

◆ 介護保険制度や労災等で給付が可能な場合は、対象とならない場合があります。 

 

◆ 治療のために一時的に使われる治療用装具は、健康保険給付のため、対象外です。 



日常生活用具支給一覧（★印…介護保険制度優先） 

下 肢 、 体 幹 、 移 動 機 能 障 害 

者 児 
種類 

（耐用年数） 

対象者 

(注)等級は個別等級となります 基準額 介保 

○ ○ 
T 字状・棒状のつえ 

（3 年） 
○平衡、下肢、体幹、移動機能障害の方 

3,000 円 

加算あり 
 

○ ○ 
頭部保護帽 

（3 年） 

○脳性麻痺、失調症等で下肢、体幹、移動

機能に障害があり、立位や歩行が不安定

な方 

A15,200 円 

Ｂ36,750 円 
 

○ △ 
便  器 

（8 年） 

○下肢､体幹､移動機能障害２級以上の方 

〇学齢児以上の方 

(注)住宅改修を伴うものを除く 

4,450 円 

(手すり無) 

5,400 円 

(手すり有) 

★ 

○ △ 
特殊マット 

（5 年） 

○下肢、体幹、移動機能障害 1 級の方 

（常時介護を有するものに限る） 

○１８歳未満は２級も対象 

○原則として 3 歳以上の方 

19,600 円 ★ 

○ △ 

特殊寝台 

（訓練用ベッド） 

（8 年） 

○下肢､体幹､移動機能障害 2 級以上の方 

○原則として学齢児以上の方 
154,000 円 ★ 

○ △ 
特殊尿器 

（5 年） 

○下肢、体幹、移動機能障害 1 級の方 

（常時介護を要する者に限る） 

○原則、学齢児以上の方 

67,000 円 ★ 

○ △ 
入浴担架 

（5 年） 

○下肢､体幹､移動機能障害 2 級以上の方 

（入浴に当たって介助を要する者に限る） 

○原則、3 歳以上の方 

82,400 円  

○ △ 
体位変換器 

（5 年） 

○下肢､体幹､移動機能障害 2 級以上の方 

（下着交換等に介助を要する方に限る） 

○原則、学齢児以上の方 

15,000 円 ★ 

○ △ 
入浴補助用具 

（8 年） 

○下肢、体幹、移動機能障害であって、入

浴に介助を必要とする方 

○原則、3 歳以上の方 

(注)住宅改修を伴うものを除く 

90,000 円 ★ 

 △ 
訓練いす 

（5 年） 

○下肢､体幹､移動機能障害 2 級以上の方 

○原則、3 歳以上の方 

(注)住宅改修を伴うものを除く 

33,100 円  

○ △ 
移動用リフト 

（4 年） 

○下肢、体幹、移動機能障害２級以上の方 

○原則、３歳以上の方 

(注)住宅改修を伴うものを除く 

159,000 円 ★ 



○ △ 
移動・移乗支援用具 

（8 年） 

○平衡、下肢、体幹、移動機能障害を有し、

家庭内の移動等において介助を必要とす

る方 

○原則、3 歳以上の方 

(注)住宅改修を伴うものを除く 

60,000 円 ★ 

○ △ 
携帯用会話補助装置 

（５年） 

○肢体不自由であって、発生・発語に著し

い障害を有する障がい児者 

○原則、学齢児以上の方 

98,800 円  

○ △ 

住宅改修 

居宅生活動作 

補助用具 

（原則 1 回限り） 

（転居は可） 

○下肢､体幹､移動機能障害 3 級以上の方 

○日常生活を営むにあたり、著しく支障の

ある在宅の方 

○特殊便器への取替えをする場合は、上肢

機能障害 2 級以上の方） 

〇原則、学齢児以上の方 

(注)住宅改修の範囲①手すり取付 ②段差

解消 ③滑り防止および移動円滑化のた

めの床材の変更 ④扉から引き戸への取

替え ⑤和便器から洋便器への取替え 

の５項目 

200,000 円 ★ 

上 肢 障 害 

者 児 種類（耐用年数） 
対象者 

(注)等級は個別等級となります 
基準額 介保 

○ △ 
特殊便器 

（8 年） 

○上肢機能障害 2 級以上で、訓練を行って

も、自ら排便後の処理が困難な方 

○原則、学齢児以上の方 

(注)住宅改修を伴うものを除く 

151,200 円  

○ △ 
情報・通信支援用具 

（5 年） 

○上肢機能障害 2 級以上の方 

（給付を受ける機器等を利用しなければパ

ソコン操作が困難な方） 

〇原則、学齢児以上の方 

100,000 円  

重 度 障 害 

者 児 種類（耐用年数） 
対象者 

(注)等級は個別等級となります 
基準額 介保 

△ △ 火災警報器（8 年） ○身障手帳 2 級以上の方 

(火災発生の感知及び避難が著しく困難な

障害者のみの世帯及びこれに準ずる世帯） 

15,500 円  

△ △ 自動消火器（8 年） 28,700 円  



聴 覚 ・ 言 語 障 害 

者 児 種類（耐用年数） 
対象者 

(注)等級は個別等級となります 
基準額  

△  
聴覚障害者用 

屋内信号装置 

（10 年） 

○聴覚障害 2 級の方 

(聴覚障がい者のみの世帯及びこれに準ず

る世帯で日常生活上必要と認められる世

帯） 

(注)屋内信号装置にはサウンドマスター、 

 聴覚障害者用目覚時計、聴覚障害者用 

屋内信号灯を含む 

87,400 円  

○ △ 

聴覚障害者用 

通信装置 

（ファックス） 

（5 年） 

○聴覚障害、音声、言語機能障害を有し、コ

ミュニケーション、緊急連絡等の手段と

して必要と認められる方 

○聴覚障害の場合、原則３級以上の方 

○原則、学齢児以上の方 

30,000 円  

○ ○ 

聴覚障害者用 

情報受信装置 

（6 年） 

○聴覚障害を有し、本装置によりテレビの

視聴が可能となる方 

○原則、２級以上の方 

88,900 円  

○ △ 
携帯用会話補助装置 

（5 年） 

○音声または言語機能障害で、発声・発語

に著しい障害を有する方 

○原則、学齢児以上の方 

98,800 円 

 

○ ○ 

人工喉頭 

 笛 式（4 年） 

電動式（5 年） 

○音声、言語機能障害を有し、喉頭摘出 

された方 

笛式 

5,000 円 

電動式 

70,100 円 

 

○ ○ 人工内耳用電池 
○聴覚障害を有し、人工内耳を装用してい

る方 
2,800 円 

 

視 覚 障 害 

者 児 種類（耐用年数） 
対象者 

(注)等級は個別等級となります 
基準額 介保 

△ △ 
点字タイプライター 

（5 年） 

○視覚障害 2 級以上の方 

（就労もしくは就学しているか、または 

就労が見込まれる方に限る） 

63,100 円  

○  

盲人用時計 

（触読式・音声式） 

（１０年） 

○視覚障害 2 級以上の方 

○置時計タイプも可 

触読式 

14,000 円 

音声式 

13,300 円 

 

△  
電磁調理器 

（6 年） 

○視覚障害 2 級以上の方 

（盲人のみの世帯及びこれに準ずる世帯）
41,000 円  



△  盲人用体重計（5 年） ○視覚障害 2 級以上の方 18,000 円 
 

 

○ △ 

視覚障害者用 

ポータブル 

レコーダー 

（6 年） 

○視覚障害者であって必要と認められる

方 

○録音再生機は、視覚障害 2 級以上の方

に限る 

〇原則、学齢児以上の方 

録音再生機

85,000 円 

再生専用機 

48,000 円 

 

○ △ 

歩行時間延長信号機用

小型送信機 

（10 年） 

○視覚障害 2 級以上の方 

○原則、学齢児以上の方 
7,000 円 

 

△ △ 

盲人用体温計 

（音声式） 

（5 年） 

○視覚障害 2 級以上の方 

○原則、学齢児以上の方 
9,000 円 

 

△  

盲人用血圧計 

（音声式） 

（5 年） 

○視覚障害２級以上の方で、常時必要と認

められる方 
15,000 円 

 

○ △ 

視覚障害者用 

拡大読書器 

（8 年） 

○視覚障害を有し、本装置により文字等

を読むことが可能になる方 

○視野障害だけであっても特に必要と認

められた場合は可 

○音声読書器の場合は視覚障害２級以上

に限る 

○学齢児以上で、使用により有益性が確

認できた方 

198,000 円 

 

〇 △ 
暗所支援眼鏡 

（8 年） 

〇視覚障害を有し、本装置により暗所で

の視野又は広い視野を確保することが

可能になる方 

〇学齢児以上で、使用により有益性が確

認できた方 

395,000 円 

 

○ ○ 点字図書 
○主に、情報の入手を点字に頼る視覚障

がい児者 

点訳に要する経

費 

 

○  点字ディスプレイ 

（6 年） 

○視覚障害 2 級以上で、必要と認められ

る方 
383,500 円 

 

○ △ 

視覚障害者用 

活字文書読上げ装置 

（6 年） 

○視覚障害 2 級以上の方 

○原則、学齢児以上の方 
99,800 円 

 

○ ○ 
点字器 標準型 

（7 年） 

○必要と認められる視覚障害児者 

 

Ａ 10,400 円 

Ｂ  6,600 円 

 



点字器 携帯用 

（５年） 

○必要と認められる視覚障害児者 
Ａ  7,200 円 

B  1,650 円 

○ △ 
情報・通信支援用具 

（5 年） 

○視覚障害３級以上の方 

（給付を受ける機器等を使用しなければ 

 パソコン操作が困難な方） 

○原則、学齢児以上の方 

100,000 円 

 

内 部 障 害 

者 児 種類（耐用年数） 
対象者 

(注)等級は個別等級となります 

基準額  

○ △ 

ネブライザー 

（吸入器） 

（5 年） 

○呼吸器機能障害 3 級以上又は同程度の

身体障害児・者であって、常時必要と認

められる方 

○原則、学齢児以上の方 

36,000 円 

 

○ △ 
電気式たん吸引器 

（5 年） 

○呼吸器機能障害 3 級以上又は同程度の

身体障害児・者であって、常時必要と認

められる方 

○原則、学齢児以上の方 

56,400 円 

 

○ △ 

動脈血中酸素 

飽和度測定器 

（ﾊﾟﾙｽｵｷｼﾒｰﾀｰ） 

（５年） 

○呼吸器､心臓機能障害を有し、医療保険

における在宅酸素療法を行う方 

○人工呼吸器を常時必要とする方で、医師

意見書により呼吸管理上必要と確認でき

た方 

○原則、学齢児以上の方 

47,000 円 

高度な測定器の

場合 

157,500 円 

 

○ △ 
透析液加温器 

（5 年） 

○腎臓機能障害 3 級以上で自己連続携行

式腹膜灌流法（ＣＡＰＤ）による透析療

法を行う方 

〇原則、学齢児以上の方 

51,500 円 

 

○  酸素ボンベ運搬車

（10 年） 
○医療保険における在宅酸素療法を行う方 17,000 円 

 

〇 △ 

正弦波インバーター

発電機 

（5 年） 

〇在宅において医療保険における在宅酸素

療法を行う方又は在宅で人工呼吸器もし

くは電気式たん吸引器を使用している方 

〇障害者手帳の交付を要件としないが、障

害程度が同程度の方又は難病患者等 

120,000 円 

 

〇 △ 

ポータブル電源 

（蓄電池） 

（5 年） 

〇在宅において医療保険における在宅酸素

療法を行う者又は在宅で人工呼吸器もし

くは電気式たん吸引器を使用している方 

〇障害者手帳の交付を要件としないが、障

害程度が同程度の方又は難病患者等 

100,000 円 

 



〇 △ 

ＤＣ/ＡＣ 

インバーター 

（カーインバーター） 

（５年） 

〇在宅において医療保険における在宅酸素

療法を行う者又は在宅で人工呼吸器もし

くは電気式たん吸引器を使用している方 

〇障害者手帳の交付を要件としないが、障

害程度が同程度の方又は難病患者等 

30,000 円 

 

〇 △ 

人工呼吸器用外部 

バッテリー 

（５年） 

〇在宅において医療保険における在宅酸素

療法を行う者又は在宅で人工呼吸器もし

くは電気式たん吸引器を使用している方 

〇障害者手帳の交付を要件としないが、障

害程度が同程度の方又は難病患者等 

100,000 円 

 

〇 〇 

足 踏式・手動式 

たん吸引器 

（５年） 

〇呼吸器機能障害３級以上又は同程度の身

体障害児・者であって、常時必要と認めら

れる方又は難病患者等でその疾患が起因

となり呼吸器機能に障害のある方（一時

的な治療及び予防のために必要な場合を

除く） 

12,000 円 

 

○ ○ 
ストマ用装具 

(消化器系、尿路系） 

○ぼうこう、直腸機能障害の方 

○永久ストマ造設者で、ストマ用装具の 

装着が必要な方 

消化器系 

8,600 円 

尿路系 

11,300 円 

(税 6%) 

 

○ △ 紙おむつ（1） 

○３歳以上の方 

〇ストマ周辺の皮膚のびらん、ストマの変

形のため、ストマ用装具を装置すること

が出来ない方 

○脳原性運動機能障害で、意思表示が困難

な方 

紙おむつ 

12,000 円 

(税１０%) 

 

○ △ 紙おむつ（２） 

○在宅で生活する３歳以上の方 

○常時紙おむつを使用する方 

○身障手帳２級以上または療育手帳 A２以

上または精神手帳２級以上の方 

（注）在宅高齢者紙おむつ支援事業を受

けている方は対象になりません。 

 

 

紙おむつ 

4,000 円 

（税１０％） 

 

知 的 障 害 

者 児 種類（耐用年数） 
対象者 

(注)等級は個別等級となります 
基準額  

○ △ 特殊マット（5 年） 
○療育手帳Ａの方 

○原則、3 歳以上の方 
19,600 円 ★ 



○ △ 
特殊便器 

（8 年） 

○療育手帳Ａの方で、訓練を行っても、自

ら排便後の処理が困難な方 

○原則、学齢児以上の方 

(注)住宅改修を伴うものを除く 

151,200 円  

○ ○ 
頭部保護帽 

（3 年） 

○てんかんの発作等により頻繁に転倒する

療育手帳Ａの方 

 

Ａ15,200 円 

Ｂ36,750 円 
 

△  電磁調理器 

（6 年） 

○療育手帳Ａの１８歳以上の方 

○火の取扱いが危険な状況があり、本用具

を使用することができ、かつ、有益性が

確認できる方 

41,000 円  

△ △ 
火災警報器 

（8 年） 

○療育手帳Ａの方 

(火災発生の感知及び避難が著しく困難な障が

い者のみの世帯及びこれに準ずる世帯) 

15,500 円  

△ △ 
自動消火器 

（8 年） 

○療育手帳Ａの方 

(火災発生の感知及び避難が著しく困難な障が

い者のみの世帯及びこれに準ずる世帯) 

28,700 円  

精 神 障 害 

者 児 
種類 

（耐用年数） 

対象者 

(注)等級は個別等級となります 
基準額 

 

○ ○ 
頭部保護帽 

（3 年） 
○精神障害を原因で頻繁に転倒する方 

Ａ15,200 円 

Ｂ36,750 円 

 

△ △ 
自動消火器 

（8 年） 

○精神手帳１級の方 

(火災発生の感知及び避難が著しく困難な障害

者のみの世帯及びこれに準ずる世帯) 

28,700 円 

 

難 病 患 者 等 

【対象となる品目】 

○特殊寝台 ○特殊マット ○特殊尿器 ○体位変換器 ○T 字状・棒状のつえ 

○移動用リフト ○入浴補助用具 ○便器、特殊便器 ○移動・移乗支援用具 

○火災警報器 ○自動消火器 ○住宅改修費（居宅生活動作補助用具） 

 ○ネブライザー（吸入器）○電気式たん吸引器 ○動脈血中酸素飽和度測定器（ﾊﾟﾙｽｵｷｼﾒｰﾀｰ） 

※申請にあたっては、起因となる難病と用具の必要性の関連性や、身体機能の程度が給付対象となる基準

を満たしているかを確認するため、申請の度に医師意見書の提出を求めます。(後日､身体障害者手帳等

を取得され､手帳の程度が基準を満たしている場合はこの限りではありません。) 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆ 日常生活用具の種目によって、医師意見書が必要なものがあります。 

 

◆ 障害等級を満たしていても、支給対象とならない場合もあります。 

 

◆ 介護保険制度や労災等で給付が可能な場合は、対象とならない場合があります。 

 

◆ 原則、在宅の方が対象ですが、人工喉頭、ストマ用装具、紙おむつは入院中 

および施設入所中でも給付可能です。 

 



 

 

 

 

 

 

 

≪お問合せ先≫ 
 

 ○近江八幡市 福祉保険部 障がい福祉課 

                TEL：0748-31-3711(直通) 

                FAX：0748-31-3738 

 

 ○近江八幡市 安土町総合支所 安土未来づくり課 

                TEL：0748-46-7206（直通） 

                FAX：0748-46-6146 

執務時間   

月～金曜日（祝日・年末年始を除く） 午前８時３０分～午後５時１５分 

【令和 5 年４月作成】 


